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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第３部門第２区分
【発行日】平成21年7月9日(2009.7.9)

【公表番号】特表2006-512286(P2006-512286A)
【公表日】平成18年4月13日(2006.4.13)
【年通号数】公開・登録公報2006-015
【出願番号】特願2004-515828(P2004-515828)
【国際特許分類】
   Ａ６１Ｋ  38/00     (2006.01)
   Ａ６１Ｋ  47/10     (2006.01)
   Ａ６１Ｋ  47/12     (2006.01)
   Ａ６１Ｋ  47/18     (2006.01)
   Ａ６１Ｋ  47/34     (2006.01)
   Ａ６１Ｋ  47/48     (2006.01)
   Ａ６１Ｐ   1/04     (2006.01)
   Ａ６１Ｐ   1/18     (2006.01)
   Ａ６１Ｐ   3/10     (2006.01)
   Ａ６１Ｐ   9/00     (2006.01)
   Ａ６１Ｐ   9/04     (2006.01)
   Ａ６１Ｐ   9/10     (2006.01)
   Ａ６１Ｐ  11/00     (2006.01)
   Ａ６１Ｐ  17/00     (2006.01)
   Ａ６１Ｐ  17/02     (2006.01)
   Ａ６１Ｐ  17/06     (2006.01)
   Ａ６１Ｐ  19/00     (2006.01)
   Ａ６１Ｐ  19/02     (2006.01)
   Ａ６１Ｐ  21/00     (2006.01)
   Ａ６１Ｐ  25/00     (2006.01)
   Ａ６１Ｐ  25/02     (2006.01)
   Ａ６１Ｐ  25/04     (2006.01)
   Ａ６１Ｐ  25/08     (2006.01)
   Ａ６１Ｐ  27/02     (2006.01)
   Ａ６１Ｐ  29/00     (2006.01)
   Ａ６１Ｐ  31/04     (2006.01)
   Ａ６１Ｐ  35/00     (2006.01)
   Ａ６１Ｐ  35/02     (2006.01)
   Ａ６１Ｐ  37/00     (2006.01)
   Ａ６１Ｐ  39/00     (2006.01)
   Ａ６１Ｐ  41/00     (2006.01)
   Ａ６１Ｐ  43/00     (2006.01)
   Ｃ０７Ｋ  14/705    (2006.01)
【ＦＩ】
   Ａ６１Ｋ  37/02    　　　　
   Ａ６１Ｋ  47/10    　　　　
   Ａ６１Ｋ  47/12    　　　　
   Ａ６１Ｋ  47/18    　　　　
   Ａ６１Ｋ  47/34    　　　　
   Ａ６１Ｋ  47/48    　　　　
   Ａ６１Ｐ   1/04    　　　　
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   Ａ６１Ｐ   1/18    　　　　
   Ａ６１Ｐ   3/10    　　　　
   Ａ６１Ｐ   9/00    　　　　
   Ａ６１Ｐ   9/04    　　　　
   Ａ６１Ｐ   9/10    　　　　
   Ａ６１Ｐ  11/00    　　　　
   Ａ６１Ｐ  17/00    　　　　
   Ａ６１Ｐ  17/02    　　　　
   Ａ６１Ｐ  17/06    　　　　
   Ａ６１Ｐ  19/00    　　　　
   Ａ６１Ｐ  19/02    　　　　
   Ａ６１Ｐ  21/00    　　　　
   Ａ６１Ｐ  25/00    　　　　
   Ａ６１Ｐ  25/02    　　　　
   Ａ６１Ｐ  25/04    　　　　
   Ａ６１Ｐ  25/08    　　　　
   Ａ６１Ｐ  27/02    　　　　
   Ａ６１Ｐ  29/00    　　　　
   Ａ６１Ｐ  29/00    １０１　
   Ａ６１Ｐ  31/04    　　　　
   Ａ６１Ｐ  35/00    　　　　
   Ａ６１Ｐ  35/02    　　　　
   Ａ６１Ｐ  37/00    　　　　
   Ａ６１Ｐ  39/00    　　　　
   Ａ６１Ｐ  41/00    　　　　
   Ａ６１Ｐ  43/00    １１１　
   Ｃ０７Ｋ  14/705   ＺＮＡ　

【手続補正書】
【提出日】平成21年5月22日(2009.5.22)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　医薬製剤の粘度を低下させる方法であって、マンニトール、グリシン、ソルビトール、
およびショ糖からなる群から選択される浸透張力調節剤を含有させることを包含し、
　前記医薬製剤は界面活性剤を含み、
　前記医薬製剤はＴＮＦ阻害剤を少なくとも４５ｍｇ／ｍｌの濃度で含み、
　前記医薬製剤はｐＨ４．０～５．５であり、および
　浸透張力調節剤を含有する前記医薬製剤の粘度は４００ｃＰ未満である、前記方法。
【請求項２】
　界面活性剤がポリソルベートである、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　ポリソルベートがポリソルベート２０である、請求項２に記載の方法。
【請求項４】
　ポリソルベートがポリソルベート８０である、請求項２に記載の方法。
【請求項５】
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　浸透張力調節剤がショ糖である、請求項１～４のいずれか１項に記載の方法。
【請求項６】
　浸透張力調節剤がマンニトールである、請求項１～４のいずれか１項に記載の方法。
【請求項７】
　浸透張力調節剤がソルビトールおよび／またはグリシンである、請求項１～４のいずれ
か１項に記載の方法。
【請求項８】
　医薬製剤が更にリン酸塩および／またはクエン酸塩緩衝液を含む、請求項６に記載の方
法。
【請求項９】
　医薬製剤が更に塩化ナトリウムを含む、請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　ＴＮＦ阻害剤がポリエチレングリコール（ＰＥＧ）を含む、請求項５に記載の方法。
【請求項１１】
　ＴＮＦ阻害剤が少なくとも５７ｍｇ／ｍｌの濃度である、請求項１０に記載の方法。
【請求項１２】
　医薬製剤の粘度を低下させる方法であって、前記医薬製剤にマンニトールを含有させる
ことを包含し、
　前記医薬製剤はポリソルベート８０、塩化ナトリウム、リン酸ナトリウム、およびクエ
ン酸ナトリウムを含み、
　前記医薬製剤はＴＮＦ阻害剤を少なくとも４５ｍｇ／ｍｌの濃度で含み、
　前記医薬製剤はｐＨ４．０～５．５であり、
　マンニトールを含有する前記医薬製剤の粘度は４００ｃＰ未満である、前記方法。
【請求項１３】
　医薬製剤の粘度を低下させる方法であって、前記医薬製剤にショ糖を含有させることを
包含し、
　前記医薬製剤はポリソルベートおよびＴＮＦ阻害剤を少なくとも５７ｍｇ／ｍｌの濃度
で含み、
　ＴＮＦ阻害剤はＰＥＧを含み、
　前記医薬製剤はｐＨ４．０～５．５であり、
　ショ糖を含有する前記医薬製剤の粘度は４００ｃＰ未満である、前記方法。
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